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事件の概要 

 原告Ｘは被告であるＹ株式会社の株主である。 

 Ｙ株式会社の代表取締役であるＡは、2010年頃から、定

款に記載のないアグリビジネスをＹの事業として展開する

べく、研究・調査を行うようになった。 

 Ｘは、①ＡによるＹの業務遂行は、Ｘの意向をまったく

無視したものであり、違法な運営が常態化している、Ｘの

議決権は 50％にとどまり、解散の訴え以外にＡの業務遂行

を是正する方法がない、Ｙ株式会社の実質的に唯一の資産

である現預金は、定款に記載がなく事業性のないアグリビ

ジネスのために年間約 1,000 万円のペースで流出し続けて

おり、Ｙ株式会社において、この減少した現預金を回復す

る具体的な目途はないことから、会社法 833 条 1 項 1 号の

解散事由がある、②Ｙ株式会社の代表者であるＡの不公平

かつ利己的な業務遂行により、Ｘはいわれのない不利益を

被っており、抜本的な解決に資する手段はＹ株式会社の解

散の他にないため、会社法 833 条 1 項柱書の「やむを得な

い事由」があるなどと主張し、会社法 833 条に基づきＹ株

式会社の解散を求めて訴えを提起した。 



 

判決要旨 

 

１ 会社法 833条 1条 1項の解散要件について 

 「Ｙ株式会社の代表者ＡとＸは、Ｙの発行済株式総数の

各半数を保有しているところ、Ｙがこれまで唯一の事業で

あったＸ製造に係る製品の販売事業の代わりに、定款を変

更して新たにアグリビジネスを目的事業としてこれを推進

すべきか、直ちに解散して清算すべきかなどをめぐり、Ｙ

代表者とＸの意見が対立して膠着状態に陥っており、本件

訴訟提起後に開催された株主総会においても同様であっ

た。この膠着状態が容易に解消されることは見込めないと

いうべきであって、Ｙにおいて多数決原理に基づく重要事

項の意思決定が不可能となっているものと認められる。」

とし、会社法 833 条 1 条 1 項に該当する事由があると認め

た。 

 

２ 会社法 833条 1項の「やむを得ない事由」 

 「Ｙ株式会社は業務継続が困難な状態にあるところ、別

訴における和解協議の結果等に照らし、Ｘが保有するＹ株

式をＹその他第三者に譲渡することは困難であると認めら

れ、Ｙの資産に対するＸの株主としての正当な権利を保護

するためには、Ｙを解散して清算を受けるほかないという

べきであるから、会社法 833 条 1 項に規定する「やむを得

ない事由」があると認めるのが相当である。」とし、会社法

833条 1項柱書の「やむを得ない自由」があると認めた。 

 

以上 

 


